
実 質 赤 字 比 率 － Ｈ１７国調 288,538 22.3.31 281,758

(早期健全化基準) (11.25) Ｈ１２国調 286,521 21.3.31 282,569

連 結 実 質 赤 字 比 率 －
(早期健全化基準) (16.25) 

実 質 公 債 費 比 率 13.0
(早期健全化基準) (25.0) 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

将 来 負 担 比 率 103.8 決算額(千円)

(早期健全化基準) (350.0) 3,835,274

② 0 0 0 347,268

③ 0 0 0 169,438

④ 4,388,861 4,458,818 4,397,860 決算額(千円)

⑤ 0 0 0

⑥ 2,155 691,690 667,594

⑦ 0 0 203

⑧ 1,931,544 1,867,552 1,769,854 決算額(千円)

⑨ 2,496,755 2,281,101 2,086,590 502,916

⑩ 1,818,243 2,175,528 2,262,488 162,754

⑪ 3,744,277 4,077,087 4,520,757 1,924

⑫ 66,363 77,180 107,410

⑬ 38,065 39,042 41,528

⑭ 65,475 71,123 76,740 16,983

7,248,129 7,507,966 6,827,761 178,964

⑮ 62,565,574 63,816,570 64,946,399 ３．公営住宅使用料 63,915

⑯ 8,229,178 8,721,061 9,095,513 ４．都市計画税 1,343,948

決算額 54,336,396 55,095,509 55,850,886 ５．その他 166,044

（単位：千円） 決算額(千円)

〔1〕 1,253,266 １．標準税収入額等 45,132,196

〔2〕 土地区画整理事業特別会計 639 15,615,031

〔3〕 住宅新築資金等貸付事業特別会計 11 4,199,172

〔4〕 定額給付金給付等事業特別会計 0

〔5〕

〔6〕

⑨～⑭の額

13.3394 13.627

積立不足額を考慮して算定した額

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金相当分

一時借入金の利子

特定財源の額

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

一部事務組合等地方債償還財源に係る負担金等

標準財政規模（臨時財政対策債を含む）

人口
住民基本
台帳人口

実質公債費比率

区　　　　　分
決算額（単位：千円，％） 左の内訳

(平成２１年度）

710.81 Ⅳ－１財政力指数 市町村類型面積（ｋ㎡）

12.2250

決算額

将来負担比率

区　　　　　分

⑮の内訳

13.0　実質公債費比率（３ヵ年平均）　　　【Ｃ／３】
３．臨時財政対策債発行可能額

左の内訳

(%)

(%)

(%)

津　市

平 成 ２ １ 年 度 決 算 に 基 づ く
健全化判断比率の状況(速報値)

比
率
の
状
況

(%)

実質赤字比率

区　　　　　分 決算額（単位：千円）

0繰 上 充 用 額

Ｃ

支 払 繰 延 額

事 業 繰 越 額

一
般
会
計
等

連結実質赤字比率

64,946,399

Ａ

0

0

Ｂ

④の内訳（上位３事業）

下水道事業

簡易水道事業

農業集落排水事業

⑥の内訳（上位３事業）

１．国県からの利子補給

⑤の内訳（上位３組合）

利子補給

国営中勢用水事業償還負担金

県営中勢用水事業償還負担金

２．貸付金の元利償還金

２．普通交付税額

決算額(千円)⑧の内訳

0.79

実質赤字比率　　【（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）／Ｄ×100】 －

Ｄ 標 準 財 政 規 模

区　　　　　分

実

一般会計

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

13,017,835

資金不足比率
(単位：％)

分
母

Ｂ 小　　計　　　　【⑮－⑯】

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(準元利償還金)

公債費充当一般財源額等
（繰上償還及び満期一括地方債の元金に係るものを除く）

公営企業等の地方債の償還の財源に充てたと認められる繰出金

①

Ｃ

分
子

Ａ

12,946,071 12,627,471

小　　計　　　　【（①～⑦）－（⑧～⑭）】

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金)

災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金)

　実質公債費比率（単年度）　　　　　【Ａ／Ｂ×100】

〔6〕

〔7〕

〔8〕 国民健康保険事業特別会計 ▲ 94,548 ① 決算額(千円)

〔9〕 介護保険事業特別会計 333,501 ② 1,109,634

〔10〕 後期高齢者医療事業 50,548 808,288

〔11〕 老人保健医療事業特別会計 2,434 497,769

〔12〕 モーターボート競走事業特別会計 160,105 ④ 決算額(千円)

〔13〕 ⑤ 66,017,049

〔14〕 ⑥ 4,606,422

〔15〕 農業共済事業会計 272,628 - ⑦ 2,341,591

〔16〕 水道事業会計 5,343,758 - ⑧ 決算額(千円)

〔17〕 工業用水道事業会計 118,302 - ⑨

〔18〕 駐車場事業会計 12,268 - ⑩

〔19〕 ⑪

〔20〕 決算額(千円)

〔21〕 ⑫ 1,843,734

〔22〕 簡易水道事業特別会計 1 - ⑬ 69,486

〔23〕 風力発電事業特別会計 15,889 - ⑭

〔24〕 下水道事業特別会計 1,729 - ⑮ 決算額(千円)

〔25〕 農業集落排水事業特別会計 176 - ⑯ 14,190,083

〔26〕 ⑰ 2,451,447

〔27〕 ⑱ 1,723,169

〔28〕 決算額(千円)

0

623,005

342,215

12,333,429

44.5%

414,587

充
当
可
能
財
源

Ｂ

分
母

Ａ

※実質赤字比率、連結実質赤字比率、資金不足比率において赤字額、資金不足額が発生しない場合は「－」と表示する。

　将来負担比率　　　【Ａ／Ｂ×100】 103.8

4,520,757

76,740

0

22,665,319

0

58,008,503

13,713,236

107,346,740

64,946,399

2,262,488

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(準元利償還金)

55,850,886

2,086,590

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

法
適
用
企
業

法
非
適
用
企
業

充当可能特定歳入の見込額

小　　計　　【⑫－（⑬～⑱）】　

設立法人の負債等に対する一般会計等負担見込額

41,528

災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金)

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

107,410

小　　計　　【（①～⑧）－（⑨～⑪）】

標準財政規模（臨時財政対策債を含む）

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(準元利償還金)

災害復旧費等に係る基準財政需要額に算入された公債費

25,331,078

1,913,220

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

充当可能基金年度末現在高

連結実質赤字額

96,966,042

0

3,411,742

74,111,716

決算額

（単位：千円，％）
区　　　　　分 左の内訳

そ
の
他
の
特
別
会
計 農業集落排水事業

②の内訳（上位３事業）

国営中勢用水事業償還負担金

簡易水道事業

県営中勢用水事業償還負担金

三重産業振興センター建設償還負担金

④の内訳（上位３組合）

③の内訳（上位３事業）

下水道事業

減債基金

公共施設整備基金

⑥の内訳（上位３法人）

津市土地開発公社

第三セクター１社

４．都市計画税

（都市計画税の充当率）

５．その他の収入

⑩の内訳

１．国庫支出金等

２．貸付金の償還金

３．公営住宅の賃借料等

⑨の内訳（上位３基金）

財政調整基金

64,946,399

－連結実質赤字比率　【Ａ／Ｂ×100】

Ａ

Ｂ

連結実質赤字額（〔1〕～〔28〕）

標準財政規模

0

実
質
収
支
額

一般会計等の地方債年度末残高

退職手当支給予定額(期末要支給額)のうち一般会計等負担見込額

一部事務組合等の地方債の元金償還金に対する負担見込額

将
来
負
担
額

債務負担行為のうち公債費に準ずる支出予定額

分
子

公営企業等の地方債の元金償還金に対する一般会計等
負担見込額

③


